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序     文 
 

ナイジェリア連邦共和国の保健状況は、予防可能な疾病が蔓延し、妊産婦死亡率・乳幼児死亡

率ともにサブサハラ以南のアフリカ諸国の平均より高く、母子保健をとりまく状況は非常に厳し

いといえます。対象サイトであるラゴス州の妊産婦死亡率は改善傾向にありますが、いまだ種々

の問題をかかえています。ラゴス州保健省は、「ラゴス州経済強化開発戦略（LASEEDS）」を策定

し、その内容には連邦保健省の「包括的母子保健戦略」を取り入れて保健医療分野の戦略づくり

を行っており、PHC（プラリマリー・ヘルス・ケア）機能強化による母子保健サービスの向上に着

手しています。しかしながら、PHC施設における医療機材や人材不足、妊産婦ケア・特に分娩サー

ビスの質の低さが主な要因となり、地域住民によるPHCセンターの利用はまだ低い状況です。 

このような状況の下、JICAはラゴス州保健省をカウンターパートにラゴス州における妊産婦及

び子どもの健康が改善することを目標として「ラゴス州母子健康強化プロジェクト」を2010年2月

から4年間の予定で実施しています。 

今般、本プロジェクト実施期間の中間点にさしかかり、当機構は活動の進捗状況、成果の達成

状況・見込みを確認するとともに、今後の持続的な発展を考慮したプロジェクトの方向性、実施

方向を検討する目的で、中間レビュー調査を2012年1月5日から11日、及び4月9日から22日まで実

施しました。本報告書はその調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施に

あたり活用される予定です。 

最後に、本調査にあたりましてご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますととも

に、今後ともプロジェクト実施・運営のため、引き続きご指導、ご協力いただけますようお願い

申し上げます。 

 

平成24年4月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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CHEW Community Health Extention Worker 
コミュニティ保健エクステー

ション・ワーカー 
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DFID The Department For International Development 英国国際開発省 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ナイジェリア連邦共和国 

 

案件名：ラゴス州母子健康強化プロジェクト 

分野：保健・医療 援助形態：技術協力 

所轄部署：人間開発部保健第一グループ保健

第二課 

協力金額（評価時点）：2億5,000万円 

 

協力期間 

（R/D）： 

2010年2月1日～2014年1月31日 

（4年） 

先方関係機関：ラゴス州保健省（LSMOH） 

 

日本側協力機関：大阪大学、兵庫医療大学、 

財団法人国際看護交流協会 

他の関連協力：「アフリカ地域医療施設機能改善

（広域）プログラム（5S-KAIZEN-TQMを用いた

保健医療サービスの質の向上）」 

１－１ 協力の背景と概要 

高い妊産婦死亡率・乳児死亡率、PHC（プライマリー・ヘルス・ケア）施設の未整備、機材・

人材不足、不安定な電力供給、不十分な妊産婦ケア状況といったラゴス州の厳しい保健セクタ

ー状況を踏まえ、JICAはラゴス州を対象とし、｢プロジェクト対象地域において、より質の高い

母子保健サービスが提供される｣をプロジェクト目標とし、連邦保健省、ラゴス州保健省、ラゴ

ス島産科病院、6つの地方行政区を主たるカウンターパート（C/P）機関として、2010年2月より

2014年1月までの4年間の予定で｢ラゴス州母子健康強化プロジェクト｣を実施している。 

今般、プロジェクトの中間段階で、目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクト

後半の課題及び貢献要因/阻害要因を抽出する。その結果を踏まえて、今後の方向性及び評価5

項目による評価を行い、プロジェクト目標の達成に向けた今後のプロジェクト活動方針をJICA

とC/P機関とで確認し必要に応じてPDMの改定を行い、合同評価報告書に取りまとめ、合意した。

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

ラゴス州における妊産婦及び子どもの健康が改善する。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、より質の高い母子保健サービスが提供される。 

 

（3）アウトプット 

アウトプット1：州保健省の母子保健サービスにかかわる計画・実施・モニタリング能力が

強化される。 

アウトプット2：地方行政区における母子保健サービスにかかわる計画・実施・モニタリン

グ能力が強化される。 

アウトプット3：ラゴス島産科病院における基本的な母子保健サービス（緊急産科を含まな



 

ii 

い）が強化される。 

アウトプット4：PHCセンターにおける母子保健サービスが強化される。 

 

（4）投入（評価時点） 

〈日本側〉 

長期専門家： 3名（51.49人/月） 機材供与： 1,683万2,476.5円 

短期専門家： 3名（7.31人/月） ローカルコスト負担： 2,504万8,641.58円

研修員受入： 10名 

〈ナイジェリア側〉 

カウンターパート（C/Ps）： 22名 

オフィススペース貸与 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 小森 正勝 JICA人間開発部保険第一グループ保健第二課長 

協力企画 鈴木 貴子 JICA人間開発部保険第一グループ保健第二課 職員 

評価分析 小笠原 暁 株式会社 VSOC コンサルタント 

調査 

期間 
2012年1月4日～1月11日、4月9日～4月22日 評価種類：中間レビュー 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成見込みについて 

・プロジェクト目標の達成については、評価指標の達成度が判定できないため、現時点で

は判定できない。分娩数は2010年と2011年の比較で4カ所のPHCセンターで増加してお

り、10カ所のPHCセンターで減少している（15カ所中1カ所は比較対象データがないため

除外）。一方、同時期において、産前ケア（ANC）受診による妊産婦登録数は9カ所、産

後ケア（PNC）受診数は10カ所のPHCセンターで増加している。プロジェクト残り期間

内において、本プロジェクトはANC、分娩管理、PNCに関する助産スキル研修を引き続

き実施し、社会動員活動を強化していくことが期待される。 

 

（2）アウトプット1の達成度について 

・本プロジェクトはコミュニティ保健ニーズアセスメントを2011年6月に実施し、8月にフ

ィードバックセミナーが実施された。そのアセスメントの結果を基にアクションプラン

が作成された。それに加えて、連邦保健省とUNICEFが作成した“Key Household Practice”

に基づいてIEC教材“Male Involvement in Primary Health Care”が作成されている。 

・5S活動用の研修教材が開発された。続いて、2010年8月には5S活動モニタリングのワーク

ショップが開催され、PHCレベルの5S活動のモニタリングチェックリストが開発され、

活用されている。 

・母子保健週間においてラジオのジングルとPHCサービスについての放送が2011年11月の2週
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 間放送され、母子保健週間用のパンフレットが2011年5月に作成された。 

・助産師と看護師向けの研修教材の準備の際に、研修カリキュラム及び教材が開発された。

・アウトプット1は中間評価時点である程度成果が産出されている。 

 

（3）アウトプット2の達成度について 

・本プロジェクトはコミュニケーションスキル研修を地方行政区/PHCセンターの93名のス

タッフに対して2010年7月に実施した。加えて、本プロジェクトは、男性に対する保健教

育のTOTを対象地方行政区の郡保健委員会のメンバーを対象に2011年12月と2012年2月

に実施しており、合計で86名が参加している。 

・そのうえ、本プロジェクトはPHC管理の研修を実施しており、州保健省、地方行政区、

PHCセンターのスタッフの176名が参加した。 

・本邦研修において7名の地方行政区からのスタッフがさらなる能力開発のために日本にお

ける看護管理、子どもの健康、行政に関する本邦研修に参加している。 

・アウトプット2は中間評価時点である程度成果が産出されている。 

 

（4）アウトプット3の達成度について 

・ラゴス島産科病院の助産師/看護師が本プロジェクトによって実施された助産スキル研修

を受講している。プロジェクト実施中にプロジェクトによるモニタリングによって5S活

動の強化に貢献している。本プロジェクトは安全な分娩のためにラゴス島産科病院の分

娩室等に機材を供与している。 

・妊婦や女性によると5S活動によって環境と衛生の改善がみられ、5S活動は高く評価され

ている。アウトプット3は中間評価時点である程度成果が産出されている。 

 

（5）アウトプット4の達成度について 

・本プロジェクトは助産スキル研修を産前ケアに関して3回、分娩管理に関して1回、産後

ケアに関して1回実施している。合計でPHCセンターとラゴス島産科病院に勤務している

144名の助産師が受講している。 

・本プロジェクトは、男性に対する保健教育を5カ所の対象地方行政区において実施してお

り、600名の男性が2011年12月、2012年2月に保健教育を受講した。本活動はコミュニテ

ィにおけるPHCに対する意識向上に貢献している。 

・本プロジェクトは、5S研修を対象PHCセンターの562名のスタッフに対して2010年6月、2011

年7月、8月に実施した。その後、プロジェクトが開発したモニタリングシートを活用し

て5S活動のモニタリングを実施している。 

・アウトプット4は中間評価時点である程度成果が産出されている。 

 

（6）上位目標の達成見込みについて 

・実績の確認と分析に基づき、現時点では、上位目標達成の方向性について言及するのは

適切ではない。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

・本プロジェクト開始以来ナイジェリア側・日本側の保健セクターにおける開発政策/戦略

に大きな変化はなく、保健セクターは引き続き重点セクターであるため、本プロジェク

トの妥当性は高い。 

・具体的には、ナイジェリア政府、ラゴス州保健省の重要戦略である①「国家戦略保健開

発計画」、②「州戦略保健開発計画」、③「An Investment Case（2012-2020）」と本プロジ

ェクトは高い整合性がある。 

・一方、本プロジェクトはPHCの強化をめざしており、日本の「対ナイジェリア国事業展

開計画案」（2011年10月）のなかの重点分野である「人間の安全保障の実現とMDGの達

成」とも合致している。 

・本プロジェクト開始以来ナイジェリア側・日本側の保健セクターにおける開発政策/戦略

に大きな変化はなく、保健セクターは引き続き重点セクターであるため、本プロジェク

トの妥当性は高い。本プロジェクトは、「州戦略保健開発計画」及び州PHC（プライマリ

ー・ヘルス・ケア）庁の年間作業計画と合わせて実施されている。 

・それゆえに、本プロジェクトは、ナイジェリア側の政策及び日本側の援助方針/政策と高

い整合性がある。 

 

（2）有効性 

・有効性は程度と判断される。 

・各アウトプットはある程度産出されている。それに加えて、アウトプットとプロジェク

ト目標の論理関係は、十分に説明でき、各アウトプットの①州保健省の計画・実施・モ

ニタリング体制の強化②地方行政区の計画・実施・モニタリング体制の強化、③産科病

院における母子保健サービスの強化、④PHCにおける母子保健サービスの強化、はプロ

ジェクト目標である対象地域の母子保健サービス強化実現のために必要不可欠であると

いえる。 

・「3-1（1）プロジェクト目標の達成見込み」に記述されているとおり、プロジェクト目標

の達成度に関しては、対象施設における分娩数は明確な増加傾向を示していない。中間

レビュー時点においては、プロジェクト目標の達成について述べることは時期尚早であ

ると判断できる。 

・本プロジェクトは、今後、より多くの助産師に対してANC、分娩管理、PNCに関する助

産スキル研修の実施、5S活動のモニタリング、社会動員活動の実施が期待されている。

 

（3）効率性 

・本プロジェクトの効率性は中程度と判断される。 

・プロジェクト活動及び調達において大きな遅れはない。本プロジェクトは日本人専門家

の協力のもとで州保健省、州PHC庁、地方行政区、PHCセンターのスタッフにより円滑

に運営されている。 

・本プロジェクトは、IEC教材、関連マニュアル・テキスト等の既存の教材を活用している。
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 プロジェクトの残り期間において、本プロジェクトは州保健省と州PHC庁による現行の

モニタリングの過程を活用することにより、PHC活動のモニタリング強化を実施するこ

とが期待されている。 

・他の開発パートナーとの協調に関しては、州保健省は保健セクターパートナーフォーラ

ムを開催しており、円滑なドナー協調が進んでいる。 

・本プロジェクトは、助産スキル研修を理論と実践を結びつけてより効果的な研修を実施

している。この研修手法はナイジェリア側の参加者からも高い評価を得ている。 

 

（4）インパクト 

・本プロジェクトのインパクトは中程度であり、いくつかの正のインパクトがみられてい

る。「3-1（6）上位目標の達成見込み」に記述されているとおり、上位目標達成の見込み

について言及するのは適切ではない。 

<正のインパクト> 

・上位目標のほかに以下のインパクトがみられている。 

・州PHC庁はより良い保健施設の実現のために5S活動の重要性を認識し始めており、他の

PHCに対する普及のために州PHC庁の「2012年実施計画」に合わせて5S活動のTOT活動

を実施する計画である。 

・本プロジェクトから得られるスキルと知識を、連邦保健省が現在準備中の助産研修の標

準カリキュラムに導入することを想定して、連邦保健省は助産スキル研修に参加してい

る。 

・PATHS2（DFID支援のプロジェクト）の州ファシリテーターが助産スキル研修に参加し

て、実践的なスキルと知識を共有している。 

<負のインパクト> 

・負のインパクトについてはプロジェクト関係者から観察・指摘されていない。 

 

（5）持続性 

本プロジェクトの持続性は中程度であると判断される。 

1）制度的/政治的持続性 

制度的/政治的持続性は高い。連邦保健省と州保健省はそれぞれ「国家戦略保健開発計

画」、「州戦略保健開発計画」を策定しており、政府側からの明確な保健分野に対する支

援方向が打ち出されている。本プロジェクトは州戦略保健開発計画との整合性を保ちな

がら当初計画の枠内で実施されている。それゆえに、本プロジェクトは州政府から継続

的な支援を受け、その成果をラゴス州内の他地域にも普及させることが期待できる。 

2）組織的/財政的持続性 

組織的/財政的持続性は不明である。プロジェクト活動に対するカウンターパートファ

ンドが支出されていないことからナイジェリア側は財政的持続性について検討する必要

がある。州保健省は、経済計画・予算省に対してカウンターパートファンドを適切なタ

イミングで申請し、プロジェクトの残り期間においてプロジェクトに対するローカルコ

ストを負担できるようにするべきである。 
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3）技術的持続性 

技術的持続性は中程度である。助産スキル研修、5S活動、コミュニケーションスキル

研修のTOTを検討する必要がある。そのうえ、対象PHCセンターにおいて技術的なスー

パービジョンの強化を検討する必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

州保健省と州PHC庁の実施計画に基づき、関係者との協議を通して柔軟性をもって実施

された結果、ナイジェリア側のニーズに合わせた実施が可能になり、ナイジェリア側のオ

ーナーシップの醸成にも貢献した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・州PHC庁が設立され、州PHC庁は「2012年実施計画」を策定して重点分野を明確にして

おり、地域レベルにおけるPHCの提供体制が整い始めている。 

・ラゴス州においては、ドナー調整・協調が現在開始されている。他の開発パートナーか

らの関係情報・データの入手及び他州や他の地方行政区への技術・プロジェクトモデル

の普及が容易に行われる環境が整いつつある。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

当初計画されていたSOP（標準作業手順書）の策定、リファラルガイドラインの作成に

ついては、ナイジェリア側のリファラル強化の活動が進捗していないこともあり実施され

ていないが、プロジェクト目標達成に関しては重篤な影響を与えていない。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

州保健省と州PHC庁ボードは全57地方行政区に24時間体制のフラッグシップPHCセンタ

ーを設立するために人員の確保を進めているが、PHCセンターにおいては十分な人員が配

置されているとはいえない。 

 

３－５ 結論 

投入とプロジェクトの活動は大きく遅れることなく、実現されており、プロジェクトの

進捗についてはまずまず進んでいる。しかしながら、現時点では、対象施設における分娩

数は明確な増加傾向を示していないことから、プロジェクト目標の達成について明確に述

べることはできない。 

 

３－６ 提言 

（1）残り期間の重点活動 

・本プロジェクトが、既存の活動を継続する一方で、社会動員（コミュニティ意識の向上）、
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PHC活動のモニタリング及びケース・レビュー・ミーティングの開催に注力することを

提言する。 

・PHCとコミュニティの必要性に対応して、栄養と新生児ケアのコンポーネントを助産師

やコミュニケーション向けの研修カリキュラムに加えることを提言する。 

 

（2）運営経費のコスト負担 

財政的持続性の確保のために、ナイジェリア側は、カウンターパートファンドを活用し

てコスト負担のための必要な措置を講じることを提言する。 

 

（3）満足度調査の実施 

本プロジェクトに対してPDMの指標に必要なデータを収集するために対象PHCセンター

及びPHCセンター利用者に対して満足度調査を実施することを提言する。 

 

（4）技術的持続性 

本プロジェクトは助産スキル研修、5S活動、コミュニケーションスキル研修のTOTの実

施を検討することが必要である。加えて、対象PHCセンターに対しての技術的なスーパー

ビジョンの強化も検討すべきである。 

 

（5）PDMの改訂 

中間レビューの結果と合わせて現行のPDMを改訂することを提案する。具体的には、主

に①アウトプット1と2の統合、②プロジェクト目標及び新しいアウトプット1の記述の改

訂、③ケースレビューミーティングに係る指標の追加、④SOP作成、リファラルガイドラ

イン改訂、定期会合の開催、及び報告システムの強化に関する不要な指標の削除を行う必

要がある。 

 

３－７ 教訓 

 なし。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査の目的 

本中間レビュー調査チーム派遣の目的は以下のとおり。 

（1）プロジェクトの開始から中間時点での実績、成果、投入/活動の計画達成度及び実施プロセ

スを確認するとともに、プロジェクトの実績を確認する。 

 

（2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に沿って日本・ナイジェリア

国側双方で総合的に評価する。 

 

（3）後半の円滑なプロジェクト実施について問題点を特定し、関係者とプロジェクトの方向性

について協議を通して、必要に応じてプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）及び活

動計画（PO）（「付属資料1：プロジェク・トデザイン・マトリクス（PDM）」及び「付属資料2：

活動計画（PO）」参照）の修正を行う。 

 

（4）中間レビュー調査の成果として、合同評価報告書を含む協議議事録（「付属資料3：協議議

事録」参照）を作成し、その結果について日本・ナイジェリア国側双方で同意を得る。 

 

１－２ 調査チームの構成 

本中間レビュー調査チームの構成は以下のとおり。 

担当分野 氏 名 所 属 

1 団長/総括 小森 正勝 JICA人間開発部 保健第一グループ保健第二課長 

2 協力企画 鈴木 貴子 JICA人間開発部 保健第一グループ保健第二課 

3 評価分析 小笠原 暁 株式会社VSOC コンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

現地調査は2012年1月5日（木）～の11日（水）7日間、2012年4月9日（月）～22日（日）の14日

間の2度にわたり行われた。調査日程の詳細については、「付属資料4：調査日程」参照（2012年1

月の調査実施中に、ナイジェリア政府の石油製品補助金撤廃によりガソリン価格が高騰し、ナイ

ジェリア各地でのゼネストが発生した。安全管理上の問題から調査を中断し、治安が正常化した4

月に調査を再開した）。 

 

１－４ 調査方法 

本中間レビュー調査は以下の方法で実施された。 

（1）データ/情報収集 

プロジェクトの進捗、プロジェクトの活動実績、日本の援助方針・政策、ナイジェリアの

医療保健セクターに関するデータ/情報及び現状の問題点等を収集する。 

 

（2）プロジェクト実績の確認 

各プロジェクト活動の進捗を確認する。これらの結果を基に成果とプロジェクト目標の達
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成度をPDMの評価指標に基づいて評価する。 

 

（3）実施プロセスの確認 

プロジェクトの実施プロセスを確認してプロジェクト活動がプロジェクト計画どおりに実

施されているか、プロジェクトは適切に管理されているか、プロジェクトの実施プロセスに

影響を及ぼしているプロジェクト実施に関する促進要因、阻害要因を特定する。 

 

（4）評価5項目によるプロジェクトの評価 

プロジェクトの実績と実施プロセスの確認を基に、プロジェクトの分析及び評価を行う（評

価5項目：妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）。 

 

（5）提言の作成 

プロジェクトの評価の結果から提言を抽出する。 

 

（6）PDMと活動計画（PO）の改訂 

必要に応じて現行のPDMとPOを改訂する。 

 

（参考）評価5項目の視点 

 

１－５ 主要面談者 

主要面談者については「付属資料5：主要面談者」参照。 

妥当性 ナイジェリア政府の政策、受益者のニーズ、日本の援助政策等の視点を通したプロ

ジェクト目標、上位目標の妥当性の評価 

有効性 アウトプットの達成度の検証及びアウトプットとプロジェクト目標の論理関係の

検証 

効率性 プロジェクトの投入のタイミング、質、量に関するアウトプットの産出度合いの分

析 

インパクト プロジェクトの実施により引き起こされた潜在的な正・負のインパクトの検証（見

込みを基に評価） 

持続性 プロジェクト終了後のプロジェクトの結果と影響の制度的、組織的、財政的、技術

的な持続性の検証（見込みを基に評価） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの基本情報 

ナイジェリア連邦共和国（以下、｢ナイジェリア｣と記す）における保健状況は、総合的保健シ

ステム評価（Overall Health System Performance）がWHO加盟199カ国中187位（World Health Report 

2000）であり、予防可能な疾病が蔓延し、妊産婦死亡率・乳幼児死亡率ともにサブサハラ以南の

アフリカ諸国の平均より高く、母子保健をとりまく状況は厳しい状況にある。 

ラゴス州保健省は2007年に｢包括的母子保健戦略｣を策定し、プライマリー・ヘルス・ケア（Primary 

Health Care：PHC）機能強化による母子保健サービスの向上に着手したが、PHC施設の未整備、機

材・人材不足、不安定な電力供給、不十分な妊産婦ケア（特に分娩サービス）が大きな課題とな

っており、PHC施設の利用率はいまだ低い。また、最終リファラル先である産科病院には患者が集

中し、緊急産科部門の体制も十分でないことから、搬送されてくる患者の治療が需要に追いつい

ていない状況にある。 

これに対し、PHCの機能を強化することによって、妊産婦健診を通じた妊産婦の異常を早期発見

するとともに、PHCセンターから産科病院への適切なリファラル体制の構築により、二次医療施設

の過度な患者集中を改善することが求められている。PHCの機能強化は、PHC自体が提供するサー

ビスの向上とともに、適切なリファラルによる二次医療施設の過重負担を緩和し、母子保健サー

ビス全体の向上に資するといえる。さらに、保健省や地方行政区の行政官が実情を把握し、母子

保健サービスに係る計画、実施、モニタリング体制を強化することにより、PHC医療従事者に対す

る研修実施、実際の活動の指導・監督、24時間体制のPHC整備を通じて、一次医療施設における母

子保健サービスの向上を図ることが求められている。 

かかる状況を踏まえ、JICAはラゴス州を対象とし、｢プロジェクト対象地域において、より質の

高い母子保健サービスが提供される。｣を目的とし、連邦保健省、ラゴス州保健省、ラゴス島産科

病院、6つの地方行政区を主たるカウンターパート（C/P）機関として、2010年2月より2014年1月

までの4年間の予定で｢ラゴス州母子健康強化プロジェクト｣を実施している。 

 

２－２ プロジェクトデザイン 

（1）上位目標 

ラゴス州における妊産婦及び子どもの健康が改善する。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、より質の高い母子保健サービスが提供される。 

 

（3）アウトプット 

アウトプット1：州保健省の母子保健サービスにかかわる計画・実施・モニタリング能力が

強化される。 

アウトプット2：地方行政区における母子保健サービスにかかわる計画・実施・モニタリン

グ能力が強化される。 

アウトプット3：ラゴス島産科病院における基本的な母子保健サービス（緊急産科を含まな

い）が強化される。 



 

－4－ 

アウトプット4：PHCにおける母子保健サービスが強化される。 

 

２－３ 協力期間 

2010年2月1日～2014年1月31日（4年0カ月） 

 

２－４ 実施機関 

ラゴス州保健省（Lagos State Ministry of Health：LSMOH） 

 

２－５ 対象地域 

6地方行政区（ラゴスメインランド、ラゴスアイランド、エチオサ、アジェロミスルレレ、アパ

パ）（Lagos Mainland, Lagos Island, Eti-Osa, Ajeromi-Ifelodum, Surulere and Apapa LGAs）1 

 

２－６ 対象機関 

ラゴス州保健省、ラゴス島産科病院、地方行政区、PHCセンター 

                                                        
1 連邦政府とラゴス州の行政区分は異なっており、連邦政府は州全体で15の地方行政区（Local Government Area：LGA）を承認

している。一方、ラゴス州はLGAを分割してLCDA（Local Council Development Area）を創設して57の地方行政区（LGA/LCDA）

を承認している。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 投入 

〈日本側〉 

（1）日本人専門家 

2010年2月のプロジェクト開始以降、3名の長期専門家（チーフアドバイザー1名、業務調

整2名）が派遣された。3名の短期専門家（研修計画/看護管理、助産師、産科医師が派遣さ

れ、長期専門家の活動を効果的に補完している。詳細は、「付属資料6. 日本人専門家の派遣」

参照。 

 

表３－１ 専門家の派遣 

専門家名 指導分野 派遣期間 

<長期専門家> 

古閑 純子 チーフアドバイザー 2010年1月31日～2013年1月30日 

加瀬 文彦 業務調整 2010年3月29日～2012年3月28日 

松岡 貞利 業務調整 2012年3月9日～2014年1月30日 

<短期専門家> 

束田 吉子 研修計画/看護管理 

2010年3月2日～3月19日、 

2010年9月12日～9月30日、 

2011年5月21日～6月16日、 

2011年12月3日～2012年1月20日 

鈴井 江三子 助産師 

2010年3月2日～3月15日、 

2010年9月12日～9月30日、 

2011年5月21日～6月16日、 

2011年12月3日～2012年1月20日 

大橋 一友 産科医師 2010年3月14日～3月19日 

 

（2）日本側のローカルコストの負担 

日本側は、合計で4,771万1,698.25ナイラを負担しており、これは2,504万8,641.58円にあた

る2。詳細は「付属資料7．日本側のローカルコストの負担」参照。 

 

（3）本邦研修 

合計で10名のC/Pまたはナイジェリア側のプロジェクト関係者が、①母子保健看護管理、

②母子保健、③母子保健強化、についての本邦研修を受講している。詳細は「付属資料8. 本

邦研修参加者リスト」参照。 

                                                        
2 本報告書では、0.525円/ナイラとして計算（2012年3月31日現在の為替レートを適用）。  
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（4）供与機材 

供与機材の経費は、合計で3,206万1,860ナイラ（1,683万2,476.50円）であり、専門家によ

る記録及び調査チームによる直接視察によるとこれらは適切に使用されている。 

供与機材には、主に2台の車両、1台のコピー機、1台のソーター、1台のPC、1台のインバ

ーター（これらは、プロジェクト終了後州保健省に引き渡される予定）、26台の胎児ドップ

ラー、900セットの分娩キット（母親向け）、45セットの分娩セット（医療従事者使用）、45

セットの縫合セット（以上対象PHCセンターに供与）及び6台の吸引器及び1台の電動式ベッ

ド等（以上ラゴス島産科病院に供与）が含まれている。 

 

〈ナイジェリア側〉 

（1）カウンターパート（C/P） 

現在19名のC/P（またはプロジェクトの協力者）がプロジェクト活動のために州レベル及

び地方行政区/PHCレベルに配置されている。過去3名のC/Pが退職または他施設に異動にな

り、プロジェクトを離れている。詳細は「付属資料9. カウンターパート一覧」参照。 

 

（2）ナイジェリア側のローカルコストの負担 

データが入手できていないため、ナイジェリア側のローカルコストの負担額は不明であ

る。 

 

（3）施設提供 

ナイジェリア側は州保健省の中に事務所スペース及び必要な施設を提供している。日本

人専門家とナイジェリア側との円滑なコミュニケーションが行える体制が整っている。 

 

３－１－２ アウトプットの達成度 

ナイジェリア国内における国内研修の参加人数の概要は以下のとおり。詳細は「付属資料10. 

国内研修実績」参照。 

 

表３－２ 国内研修の参加人数一覧 

国内研修内容 参加人数 

コミュニケーションスキル研修 93 

5S活動 574 

助産師スキル研修 144 

住民啓発・社会動員活動TOT 215 

住民啓発・社会動員活動 600 

その他（プライマリー・ヘルス・ケアマネジ

メント、フィードバックセミナー、満足度調

査フィードバックセミナー） 

211 

合計 1,837 
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合計で、1,837名が国内における研修に参加している。以下に各アウトプットの指標の達成度

及びプロジェクト活動要約を示す。 

 

（1）アウトプット1 

州保健省の母子保健サービスにかかわる計画・実施・モニタリング能力が強化される。 

（指標1-1）標準作業手順書（Standard Operating Procedure：SOP）、リファラルガイドライン、

情報・教育・コミュニケーション（Information, Education and Communication：IEC）

教材が作成、改訂される。 

（指標1-2）各研修カリキュラム、ガイドラインが策定される。 

（指標1-3）地方行政区に対する指導者研修（Training of Trainers：TOT）が実施される。 

（指標1-4）計画に基づいたモニタリング活動が実施される。 

（指標1-5）紹介セミナーへのラゴス州における対象地域以外からの参加率と全国からの参

加者数 

〈指標の達成度について〉 

（指標1-1）連邦保健省とUNICEFが作成した“Key Household Practice”に基づいてIEC教材（男

性を対象とした保健教育用フリップチャート“Male Involvement in Primary Health Care”）が作

成されている。新たな標準作業手順書（SOP）、リファラルガイドラインはプロジェクトによっ

て作成されていない。 

（指標1-2）本プロジェクトは既に助産スキル研修のマニュアルと医療スタッフ及び非医療スタ

ッフ向けに5S研修のカリキュラムを作成している。 

（指標1-3）本プロジェクトは2010年3月と2011年8月に郡保健委員会（Ward Health Committee：

WHC）と地方行政区保健機関（Local Government Health Authority：LGHA）に向けにTOTの支

援を行っている。 

（指標1-4）本プロジェクトはPHCレベルの5Sチェックリストを既に作成している。 

（指標1-5）紹介セミナーへのラゴス州における対象地域以外からの参加率と全国からの参加者

数は紹介セミナーがプロジェクト終了時に実施される予定であるため、データはない。 

 

〈プロジェクト活動要約〉 

本プロジェクトは、州保健省及びPHC庁は地方行政区と郡保健委員会と協力してコミュニテ

ィ保健ニーズアセスメントを2011年6月に実施し、8月にフィードバックセミナーが実施され

た。そのアセスメントの結果を基にアクションプランが作成された。それに加えて、連邦保

健省とUNICEFが作成した“Key Household Practice”に基づいてIEC教材（男性を対象とした

保健教育用フリップチャート“Male Involvement in Primary Health Care”）が作成されている。 

5S活動用の研修教材が開発された。続いて、2010年8月には5S活動モニタリングのワークシ

ョップが開催され、PHCレベルの5S活動のモニタリングチェックリストが開発され、活用さ

れている。 

本プロジェクトは、マスメディアを活用したヘルスプロモーションにも注力している。母

子保健週間においてラジオのジングルとPHCサービスについての放送が4つのラジオ局を通し

て2011年11月の2週間放送された。母子保健週間用のパンフレットも2011年5月にプロジェクト

によって作成された。2012年5月の母子保健週間においてもパンフレットの作成を支援する予定。 
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助産師と看護師向けの研修教材の準備の際に、研修カリキュラム及び教材が開発された。 

リファラルガイドラインについては、問題点の詳細を把握し、一次医療施設と二次医療施

設の間のコミュニケーションの強化のために、評価チームは本プロジェクトに対してラゴス

島産科病院とPHCセンターの間にケース・レビュー・ミーティングをできるだけ早いタイミン

グで開始するように提言する。 

それに加えて、PHC活動のモニタリング活動もプロジェクト残り期間において強化しなけれ

ばならない。 

評価チームは国家レベルのものが既に作成されているため、新たなSOPの作成の必要性はそ

う高くないと結論づけた。 

アウトプット1は中間評価時点である程度成果が産出されているといえる。 

 

（2）アウトプット2 

地方行政区における母子保健サービスにかかわる計画・実施・モニタリング能力が強化され

る。 

（指標2-1）計画どおりにモニタリング活動が実施される。 

（指標2-2）研修対象者の研修受講率 

（指標2-3）母子保健サービス強化に関する定期会合が開催され、定期的にLSMOHに状況報

告がされる。 

〈指標の達成度について〉 

（指標2-1）5S活動のモニタリングツールは開発されているが、モニタリングは定期的に実施さ

れていない。本プロジェクトはPHC活動のPHCセンターに関するモニタリングをまだ実施して

いない。現在、州保健省は統合的サポーティブスーパービジョン（ Integrated Supportive 

Supervision：ISS）の活用によってPHC活動のモニタリングを強化しようとしている。 

（指標2-2）合計で144名の助産師/看護師が本プロジェクトによる助産スキル研修を受講してい

る。 

（指標2-3）いくつかの地方行政区は自身の定期会合をもっており、本プロジェクトは母子保健

サービス強化に関する定期会合開催のための特定の介入を行っていない。 

 

〈プロジェクト活動要約〉 

本プロジェクトは、医療サービス提供者と患者との間の円滑なコミュニケーションのため

にコミュニケーションスキル研修を地方行政区/PHCセンターの93名に対して2010年7月に実

施した。 

本プロジェクトは、男性に対する保健教育のTOTを対象地方行政区の郡保健委員会のメンバ

ーを対象に2011年12月と2012年2月に実施しており、合計で86名が参加している。 

そのうえ、本プロジェクトはPHC管理の研修を実施しており、州保健省、地方行政区、PHC

センターのスタッフの176名が参加した。 

本邦研修において7名の地方行政区からのスタッフがさらなる能力開発のために日本にお

ける看護管理、子どもの健康、行政に関する本邦研修に参加している。 

しかしながら、評価チームは、州保健省、地方行政区、保健委員会、州PHC庁と協力して社

会動員活動を強化する必要性を提言した。 
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大部分のPHCセンターが毎月定期会合を開催している現状を考慮して、本プロジェクトは

PHCセンターにおける会合に対して技術的な支援を行っている。具体的には、5S活動を会合

のアジェンダに入れて、進捗状況の把握、今後の課題、進め方を協議するように申し入れて

いる。 

アウトプット2は中間評価時点である程度成果が産出されているといえる。 

 

（3）アウトプット3 

ラゴス島産科病院における基本的な母子保健サービス（緊急産科を含まない）が強化される。

（指標3-1）ラゴス島産科病院における患者の満足度 

（指標3-2）医療従事者の満足度 

（指標3-3）医療従事者の知識の増加 

〈指標の達成度について〉 

（指標3-1及び指標3-2）本プロジェクトは2011年1月に満足度調査及びモチベーションを実施し

た。調査結果によると、医療サービス提供者だけでなく、利用者の満足度は高い。しかしなが

ら、ベースライン調査は未実施であり、満足度のベースラインデータは入手できていないため、

満足度の増加を調査できていない。 

（指標3-3）助産スキル研修前後の試験結果及び専門家の評価によると、ラゴス島産科病院を含

む医療従事者の知識は増加しているようであると明らかになっている。 

 

〈プロジェクト活動要約〉 

ラゴス島産科病院の助産師/看護師が本プロジェクトによって実施された助産スキル研修を

受講している。それに加えて、中間レビュー時点で2名の医師が日本における妊産婦ケア管理

に関する研修に現在参加中である。プロジェクト実施中にプロジェクトによるモニタリング

によって5S活動の強化に貢献している。 

本プロジェクトは安全な分娩のためにラゴス島産科病院の分娩室等に機材を供与している。 

妊婦や女性によると5S活動によって環境と衛生の改善がみられ、5S活動は高く評価されて

いる。 

プロジェクトの残り期間において、本プロジェクトは、より多くのPHCセンターとラゴス島

産科病院の助産師に対して産前検診ケア、分娩管理、産後検診ケアに関する助産スキル研修

を継続していく予定である。リファラルガイドラインについては、問題点を把握し、一次医

療施設と二次医療施設の間のコミュニケーションの強化のために、評価チームはリファラル

ガイドラインの替わりに本プロジェクトに対してラゴス島産科病院とPHCセンターの間にケ

ース・レビュー・ミーティングをできるだけ早いタイミングで開始するように提言する。 

アウトプット3は中間評価時点である程度成果が産出されているといえる。 

 

（4）アウトプット4 

PHCセンターにおける母子保健サービスが強化される。 

（指標4-1）SOPに基づく母子保健サービスの実施率 

（指標4-2）患者（妊産婦/母親）登録数の増加 

（指標4-3）ANC4回受診者数の増加  
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（指標4-4）PHCセンター利用者の満足度 

（指標4-5）PHCセンタースタッフの満足度 

（指標4-6）PHCセンタースタッフの知識の増加 

（指標4-7）IEC教材を活用した啓発活動の実施回数と対象人数 

（指標4-8）LGAの医療保健オフィサー（Medical Officer of Health：MOH）の助言に基づい

たPHCセンターによるレポートが定期的に提出される。 

〈指標の達成度について〉 

（指標4-1）コミュニティ保健ワーカーとコミュニティ保健エクステーション・ワーカー

（Community Health Extention Worker：CHEW）に対する既存のプロトコルが州保健省によって

開発されている。本プロジェクトはSOP作成に関して介入は行っていないため、SOPに基づく

母子保健サービスの実施率のデータはない。 

（指標4-2）各PHCセンターは関連データを収集している。2010年と2011年の比較において、産

前ケア（Ante-Natal Care：ANC）受診による妊産婦登録数は有効なデータを収集している14カ

所のPHCセンターのうち9カ所のPHCセンターで増加している（「付属資料11：助産スキル研修

前後のデータ比較」参照）。 

（指標4-3）ANC4回受診者数のデータはない。ANCは皆4回受診していることが判明したこと

から、この指標の必要性は低いと判断される。 

（指標4-4及び指標4-5）PHCセンター利用者とPHCセンタースタッフの満足度調査は実施され

ていないので、データ/情報は入手できていない。そのため、満足度の改善について調査はでき

ていない。 

（指標4-6）PHCセンターのスタッフの知識の増加については、助産スキル研修前後の試験結果

及び専門家の評価によると、PHCセンタースタッフを含む医療従事者の知識は増加していると

明らかになっている。 

対象助産師を3つのグループに分けて、助産スキル研修を実施している。グループ1において

は、ANC、分娩管理、産後ケア（Post-Natal Care：PNC）の研修は終了しており、事前テスト、

事後テストの比較によると比較可能な15項目のうち14項目3において正解回答の割合が増加し

ている。したがって、彼らの助産スキルに関する知識は増加しつつあるといえる。 

2011年12月に実施されたグループ3を対象とした妊娠の経過に関する小テストの成績は、研

修前の平均点2.3/6点中から4.7点/6点中に上昇し、研修後には適切な知識の再確認が行えたとい

える。 

会陰縫合実施数の推移（Layeni PHCセンターにおける短期専門家による調査）によると、2011

年6月に実施された第一回目の分娩管理研修後に、「縫合あり」の割合は明らかに減少している

（表３－１参照）。これは分娩管理研修と、その前後で実施した会陰保護法及び呼吸法の指導

研修成果がうかがえる結果であったと考えられる。 

したがって、PHCセンタースタッフは研修で得られた知識を身につけ始めており、彼らの知

識は増加しているといえる。 

                                                        
3 産褥期間、産褥の休息期間、乳房の変化、新生児の体重の変化、臍帯脱落の期間、黄疸についての知識等 
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表３－１ Layeni PHCセンターにおける会陰縫合実施数の変化（2011） 

 縫合なし 縫合あり 擦過傷 

 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

1月  7 41.2  9 52.9 0  0 

2月 14 93.3  1  6.7 0  0 

3月  5 41.7  6 50 0  0 

4月 16 55.2 10 34.5 3 10.3 

5月 23 57.5 14 35 2  5 

6月 18 75  6 25 0  0 

7月 15 71.4  6 28.6 0  0 

8月 14 73.7  3 15.8 2 10.5 

9月  9 64.3  5 35.7 0  0 

10月 13 68.4  5 26.3 1  5.3 

11月  9 75  3 25 0  0 

12月  9 81.8  2 18.2 0  0 
出所：JICAラゴス州母子健康強化プロジェクト 

 

（指標4-7）本プロジェクトは開発したIEC教材を活用して男性を対象とした意識向上活動を実

施している。州PHC庁の協力の下、郡保健員会へのTOT実施の後で、コミュニティの男性（職

業人、技能者等）に対して2011年12月と2012年2月の合計2回にわたって郡保健員会がファシリ

テーターとなって活動を実施している。合計で600名の男性住民が参加した。 

（指標4-8）データ収集のためのシートは既に連邦保健省により作成されている。現在、本プロ

ジェクトでは現在特定の介入は行っていない。 

 

〈プロジェクト活動要約〉 

本プロジェクトは助産スキル研修をANCに関して3回（2010年9月、5月、2011年12月）、分

娩管理に関して1回（2011年6月）、PNCセンターに関して1回（2011年12月）実施している。合

計でPHCセンター及びラゴス島産科病院に勤務している144名の助産師が受講している。 

本プロジェクトは、男性に対する保健教育を5カ所の対象地方行政区（ラゴス州の行政区分）

において実施しており、合計で600名の男性が2011年12月、2012年2月に保健教育を受講して

いる。こういった活動はコミュニティにおけるPHCセンターに対する意識向上に貢献している。 

本プロジェクトは、5S研修を対象PHCセンターの562名のスタッフに対して2010年6月、2011

年7月、8月に実施した。その後、本プロジェクトは5S活動の研修を実施後に、2010年8月と2011

年2月の2回、プロジェクトが開発したモニタリングシートを活用して5S活動のモニタリング

を実施した。2012年3月には3回にわたって対象PHCのモニタリングを実施した。 

PHCセンターのスタッフは、2010年7月に地方行政区のスタッフとともにコミュニケーショ

ンスキル研修を受講している。 

調査チームは、本プロジェクトに対して、母子保健サービスの向上を確認するためPHCの利

用者及びPHCセンターのスタッフに対して満足度調査を実施するように提言する。 

アウトプット4は中間評価時点である程度成果が産出されているといえる。 
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３－１－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標： 

プロジェクト対象地域において、より質の高い母子保健サービスが提供される。 

（指標1）パイロットPHCセンターにおける正常分娩数の増加 

（指標2）患者の満足度の向上 

以下のとおり、評価指標の達成については明確でなく、プロジェクト目標の達成については、

現時点では明確に述べることはできない。 

（指標1）分娩数は2010年と2011年の比較で4カ所のPHCセンターで増加しており、10カ所のPHC

センターで減少している（15カ所中1カ所は比較対象データがないため除外）。一方、同時期に

おいて、ANC受診による妊産婦登録数は9カ所、PNCセンター受診数は10カ所のPHCセンター

で増加している（「付属資料11：助産スキル研修前後のデータ比較」参照）。 

（指標2）PHCセンターの患者の満足度調査については実施されていない。プロジェクト残り期

間内において、本プロジェクトはANC、分娩管理、PNCセンターに関する助産スキル研修を引

き続き実施し、社会動員活動を強化していくことが期待される。 

しかしながら、分娩数の変化については、大きく分けて文化的・宗教的背景、心理的な背景、

他の施設との競合、PHCセンター自体の信頼度の問題等、需要側、供給側のさまざまな要因があ

ることが明らかになっている。以下のような要因を分析して評価指標を評価する必要がある（表

３－２及びボックス1参照）。 

調査チームは、プロジェクトに対して指標2のデータを収集して母子保健のサービス向上を検

証するためにPHCセンター利用者とPHCセンタースタッフの満足度調査を実施するように提言

する。 

 

表３－２ 分娩数の変化を及ぼすと考えられる要因 

需要側の要因 ・文化的・宗教的背景、心理的な背景 

✓ PHCセンターでは、血を取られる、すぐにお腹を開く（帝王切開）と

いった評判が一般的であり、こういった医療行為を嫌う利用者がPHC

センターの利用を躊躇することがある。 

✓ 宗教関係の医療施設（教会/モスク関係の医療施設）の方がPHCセンタ

ーより利用者に安心感を与えているようである。 

✓ 特定の部族（ハウサ族）は自宅分娩を好む風習があるとされる。 

✓ 医師が常駐しているとは限らないため利用者からの信頼・安心が低い。

・他の医療施設との競合 

✓ コミュニティのTBA（Traditional Birth Attendant）との競合、教会/モス

ク関係の医療施設との競合、民間病院との競合がみられる。事故が起

こるとその噂がコミュニティで広まり利用者数に影響を及ぼすことが

ある。 

・PHCセンターに対する信頼度 

✓ 施設の清潔度、設備、スタッフの態度等に差があり、PHCセンターに

対する信頼度は民間病院より低い。 
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供給側の要因 ・PHCセンターが置かれている環境・アクセス・治安状況の問題 

✓ スラムの中にあるPHCセンターが多く、こういった地域では特に夜間

における治安が不安定であり24時間のサービス提供が不可能である。

・PHCセンターの施設・設備、人員の問題、PHCセンターが提供できる医

療サービスの質の問題 

✓ 十分な人員が配置できていないため、十分なケアが提供できないこと

がある。 

✓ 医師が常駐していないため、提供できる医療サービスに限りがある

PHCセンターが多い。 

✓ 救急車が配備されているが、ガソリンが十分に確保されておらずすぐ

に稼働できる状態にない。 

・州保健省の方針 

✓ PHCセンターでは初産婦を受け入れられない/初産婦のPHCセンターに

おける分娩に慎重な方針であるため、PHCセンターでの分娩数が増加

しにくい状況にある。 

 

ボックス1 分娩数の変化要因の具体的事例 

・Iwaya PHCセンター 

近くに新しいPHCセンター（Ayetoro）や病院が建設され、特に「国境なき医師団（Médecins 

Sans Frontières：MSF）」がクリニックを開業したことからIwaya PHCの利用者が減少した。

・Sura PHCセンター 

ハウサ族女性の受診が多く、自宅で分娩する人が多いと推察される。PHCセンターのス

タッフではなく、ほとんどは教会/モスク関係者（分娩知識があると思われる）を分娩に立

ち会わせるようである。 

・Layeni PHCセンター 

お産をした妊産婦がリファラルの遅れから母子ともに亡くなることがあり、適切なケア

が受けられなかった家族が総合病院を訴えたことで、PHCセンターからのリファラルの遅

れが問題となった。その噂がコミュニティ内に広まり、Layeni PHCセンターにおける分娩

数の減少につながった。 

・Ikoyi PHCセンター 

周辺は比較的裕福な地区であり、ANCはIkoyi PHCセンターで受診しても分娩はお金を払

ってPHCセンター以外の施設で行う利用者が多いようである。薬を求めて来訪する利用者

が多い。 

 

３－１－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標： 

ラゴス州における妊産婦及び子どもの健康が改善する。 

（指標1）ラゴス州の妊産婦死亡率、乳幼児死亡率の低下 

（指標2）プロジェクトで開発されたモデルが対象地域以外に普及された数 

（指標3）ラゴス島産科病院における致死率（Case Fatality Rate） 
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今回の中間レビュー調査においては、時期尚早であると判断し、上位目標の達成見込みにつ

いては言及しない。以下に関連する指標データを示しておく。 

（指標1）2008年の国家保健人口統計（NHDS 2008）によると、ラゴス州における妊産婦死亡

率は10万出生に対して545である。最新の妊産婦死亡率の値は555（2010年の州保健省4の値）で

ある。一方で、ラゴス州の乳幼児死亡率は59（2008年の値5）となっている。 

（指標2）普及セミナーはまだ実施されていないため、プロジェクトで開発されたモデルが対

象地域以外に普及された数のデータはない。 

（指標3）ラゴス島産科病院における致死率に関するデータはラゴス島産科病院によって収集

されている。2009年10月～12月が9.80％、2010年1月～6月が7.75％、2010年7月～12月が2.20％、

2011年1月～4月が6.12％である。 

 

３－２ 実施プロセスの検証 

（1）2008年8月の事前調査以来の環境の変化 

プロジェクトをとりまく環境にはいくつか変化がみられている。保健関係の新たな組織が

設立（州PHC庁、地方行政区保健機関、郡保健委員会）された。州PHC庁の設立は、PHCの推

進に貢献しており、プロジェクトの円滑かつ効果的な実施にも貢献している。国家戦略保健

開発計画（National Strategic Health Development Plan：NSHDP）、「州戦略保健開発計画（State 

Strategic Health Development Plan：SSHDP）」及び「Investment Case（2012-2020）」がプロジェ

クト開始以来新たに作成されている。 

現在、UNFPA、DFIDの支援を受けている保健システム変容のためのパートナーシップ（The 

Partnership for Transforming Health Systems：PATHS2）、国境なき医師団（MSF）が本プロジェ

クトの対象地域においてそれぞれ類似プロジェクトを実施している。 

 

（2）POとPDMに沿ったプロジェクトの実施状況 

本プロジェクトは州保健省と州PHC庁の実施計画に基づき、関係者との協議を通して柔軟性

をもって実施された結果、計画と実際のプロジェクト実施の間にギャップが発生した。それ

ゆえに、PDMとPOに従った本プロジェクトのフレームワークは、現状に合致するようにPDM

とPOを改訂する必要がある。 

 

                                                        
4 出所：Investment Case （2012-2020） 
5 出所：2009 Report：Lagos State Millennium Development Goals 
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（3）プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトの実施体制は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：JICA ラゴス州母子健康強化プロジェクト 

 

コミュニティレベルの州PHC庁、地方行政区保健機関、郡保健委員会の設立により、本プロ

ジェクトは、全体的なPHCを統括する州PHC庁とのコンサルテーションを経て実施されている。

それに加えて、本プロジェクトは、その成果を効果的に普及するために郡保健委員会を活用

したコミュニティ啓発/コミュニティ動員活動も実施している。州保健省は過去にプロジェク

ト担当職員を任命し、プロジェクト内での円滑な業務調整・連絡に貢献した。 

対象の地方行政区は15地方行政区（ラゴス州の行政区分）であり、2010年12月に開催され

た第1回合同調整委員会（JCC）において、対象PHCセンターの数は13PHCセンターから15PHC

センターとすることが決定された。 

 

（4）技術の普及について 

本プロジェクトは、その成果を普及するために、円滑に運営されている。コミュニケーシ

ョンスキル、5S活動については、PHCセンター及び地方行政区レベルの職員への普及が中心

であり、一方、助産スキル研修については、PHCセンター及びラゴス島産科病院の助産師/看

護師への技術面でのスキル・知識の普及が中心である。5S活動の普及については、連邦レベ

ルでの普及も十分に見込まれている。 

しかしながら、本プロジェクトの成果のさらなる拡大をめざして、コミュニケーションス

キル、5S活動、コミュニティ啓発活動に関しては、地方行政区及び地方行政区保健機関を対

象に、助産スキル研修については、PHCセンターのリーダーとなりうる助産師や助産学校の講

師を対象にして、今後TOTの実施を検討することが望ましい。 
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（5）他の機関等との協力 

他の開発パートナー（UNICEF、WHO、PATHS2等）との調整については、州保健省はラゴ

ス州で活動している開発パートナーに対して合同レビュー会合を開催した。本会合を受けて、

州保健省は、2011年3月にドナー及び開発パートナー調整会合を開催した。それらの結果、州

保健省は、保健セクター開発パートナーフォーラムを組織し、開発パートナーと協同で戦略

ペーパーである「保健セクター開発パートナーフォーラム戦略」を2011年3月に策定した。

PATHS2、UNICEF、国境なき医師団（MSF）がラゴス州で活動を実施しているが、対象施設

等の重複は避けられている。 

 

（6）モニタリング体制 

プロジェクトの進捗に関しては、合同調整委員会（JCC）を2011年12月及び2012年4月に2度

開催しており、プロジェクト全体の進捗のモニタリングは十分に行われているとはいい難い。

プロジェクト実施当初は、プロジェクト計画会合2011年3月と8月を2回、保健活動会合を2011

年1月と3月の3回開催して関係者間の意思統一を図っている。 

本プロジェクトは5S活動のモニタリングのためのPHCセンター訪問を2010年8月、2011年1

月、2012年2月に実施している。2012年3月にはプロジェクトにより実施したチェックシート

を使って3回にわたり15カ所の対象PHCセンターを訪問している。 

しかしながら、プロジェクトのモニタリングの体制構築をISSといった既存のモニタリング

体制を活用することも含めて再度検討する必要がある。 

 

（7）コミュニケーション 

現在はC/Pと日本人専門家の間で重篤なコミュニケーションの問題は発生していない。 

しかしながら、プロジェクト担当職員が円滑なコミュニケーションとプロジェクトの実施

に貢献していたのは事実であり、プロジェクトマネジャーである家族健康・栄養局の局長と

その他の関係者との間の連絡に役割を果たしていた。より円滑なプロジェクトの運営のため

には、プロジェクト調整員の州保健省における配置は必要不可欠であるといえる。 

 

（8）オーナーシップ 

本プロジェクトの実施方法は、州保健省の保健開発戦略及び州PHC庁の実施計画を推進する

方法をとっており、その結果ナイジェリア側のオーナーシップを推進していることが確認さ

れている。 
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第４章 中間レビュー調査結果 
 

４－１ 評価5項目による中間レビュー調査結果 

４－１－１ 妥当性 

ナイジェリア側、日本側の開発政策/戦略と本プロジェクトは一致しており、本プロジェクト

の妥当性は高い。本プロジェクト開始当初から保健セクターは重点分野であり、その位置づけ

に変化はない。 

（1）ナイジェリア政府の政策/戦略との整合性 

1）国家開発計画 

連邦政府は「ナイジェリアビジョン20：2020（Nigeria Vision 20：2020）」を策定してお

り、ナイジェリアの第1次国家実施計画への支援を行うものとなっている。保健セクター

は、第1次国家実施計画の重要セクターの方向性の1つである「人的資源開発：教育と保

健」に含まれており、必要かつ重要なセクターであると認識されている。 

それゆえに、本プロジェクトはナイジェリアの国家開発計画である「ナイジェリアビ

ジョン20：2020」と高い整合性を有している。 

2）ラゴス州の開発計画 

ラゴス州は、州開発計画である「テン・ポイント・アジェンダ（Ten Point Agenda）」を

策定中であり、当アジェンダは、「ラゴス州を社会サービスとインフラストラクチャーの

モデルとして再構築することを目的として、それにより、民間セクター主導の成長が可

能な環境を創造する」とされている。改善が必要とされている分野は道路、交通、電力/

水供給、環境/自然の分野の計画、保健教育、雇用、食料の安全、住居及び歳入部門の強

化である。 

保健セクターは、10分野中5番目に重要なセクターとされており、保健セクターにおい

ては、当アジェンダは無料ヘルス・ケア・プログラムの深化、PHCプログラムの拡大、二

次医療ケアの追及、専門家と総合医療施設の供給が主要な州側の関与とされている。 

現在、ラゴス州政府は、MDG達成に取り組むために妊産婦死亡率削減プログラム

（Maternal Mortality Reduction Programme）を開始する予定であり、保健分野の改善は州

の重要分野の1つとみなされている。 

3）国家戦略保健開発計画 

ナイジェリア連邦政府は「国家戦略保健開発計画（NSHDP）2010-2015」を2010年1月

に策定した。本計画では、「次のリーダーシップとガバナンス」、「サービス・デリバリー」、

「保健分野の人材」、「保健のファイナンス」、「保健情報システム」、「コミュニティの参

加とオーナーシップ」、「保健分野のパートナーシップ」、「保健分野の研究」が8つの重点

分野とされている。 

本プロジェクトは、その8つの分野のうちの「サービス・デリバリーの改善」、「コミュ

ニティの参加とオーナーシップ」に合致したアプローチを採用しており、本計画との整

合性は大変高い。 

4）州戦略保健開発計画 

ラゴス州政府は、「国家戦略保健開発計画」が策定されたことを受けて、保健分野にお

いて国家戦略保健開発計画と同様の重点分野を掲げて「州戦略保健開発計画（SSHDP）」
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を策定した。今後、策定中の「テン・ポイント・アジェンダ」が州の基本的な開発計画

となる予定である。 

そのうえ、州政府は州PHC庁を設立して、「2012年実施計画案」を8つの重点分野を掲げ

て策定した。8つの重点分野6のうち、「重点分野2. 保健サービスデリバリー」「重点分野

3. 保健分野の人材」「重点分野6. コミュニティの参加とオーナーシップ」に合致してい

る。 

それゆえに、連邦政府及び州レベルのナイジェリア政府の政策/戦略と高い整合性があ

る。 

 

（2）日本の援助政策/戦略との整合性 

現状のローリングプラン案（2011年10月時点）では、「人間の安全保障の実現とMDGの達

成」及び「バランスのとれた経済開発のためのインフラストラクチャー開発」がナイジェ

リアに対するODAの重点分野とされている。本プロジェクトはそのなかでもPHCの開発問

題に合致したPHCの強化を意図した介入に分類され、「人間の安全保障の実現とMDGの達

成」のなかの重点分野でもある。 

国際協力機構（JICA）は、ナイジェリアに対する国別援助計画を策定している。そのな

かで「農業と村落開発」及び「村落インフラ開発」がナイジェリアに対する重点援助分野

であり、保健セクターに対する支援は「農業と村落開発」のなかで展開されている。その

うえ、本計画では、ラゴス州における村落保健サービスの改善は重点開発問題の1つである

と明記している。 

それゆえに、本プロジェクトは日本の援助計画及びJICAの援助戦略と高い整合性がある。 

 

（3）ターゲットグループのニーズ 

本プロジェクトのターゲットグループは、州保健省、州PHC庁、PHCセンター、郡保健委

員会である。州の保健セクターにおいては、PHCの分野の強化が重点課題とされており、特

にこれらのサービス提供を担う州レベルの2機関、PHC及び郡保健委員会の強化の妥当性は

高い。 

プロジェクト開始以降、「ラゴス州戦略保健開発計画」が作成され、PHCの戦略策定・運

営実施機関である州PHC庁が設立された。ラゴス州では二次医療レベル以上はある程度の設

備がなされたとの認識のもと、一次医療（PHC）の整備が緊急課題となっている。 

そのため母子保健を中心とした一次保健サービスを提供する公的保健施設であるPHCセ

ンターを1ワードに1施設設置することを目標としており、現在376ワード中277ワードがカ

バーされているが、約100ワードで未設置となっている。 

州保健省は今年度中に既存の57PHCセンターを24時間体制のフラッグシップPHCセンタ

ーとして発展させる計画であり、人員も含めたフラッグシップPHCセンターの強化が計画さ

れている。プロジェクトで支援している15PHCセンターはすべてフラッグシップPHCセンタ

ーに指定されているため、プロジェクトへの期待が大きい。 

                                                        
6 「重点分野1-政策実施を通したPHC体制の強化」、「重点分野2. 保健サービスデリバリー」「重点分野3. 保健分野の人材」「重

点分野4. 保健分野の資金調達」「重点分野5. 国家保健情報システム」「重点分野6. コミュニティの参加とオーナーシップ」「重

点分野7. 保健分野のためのパートナーシップ」「重点分野8. 保健分野のための研究」 
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それゆえに、本プロジェクトはターゲットグループのニーズに十分合致している。 

 

（4）本プロジェクトのアプローチ 

本プロジェクトは、医療従事者の能力開発、保健に対する意識向上活動におけるコミュ

ニティの参加促進、特に一次医療施設の環境改善に焦点を当てたアプローチを採用している。 

それに加えて、本プロジェクトは都市貧困のなかのPHCの強化に主な焦点を当てており、

州保健省とUNICEFが2012年3月に作成した「An Investment Case（2012-2020）」とも高い整

合性がある。 

 

４－１－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は中程度と判断される。 

「3.1.3 プロジェクト目標の達成見込み」で記述されているとおり、プロジェクト目標の達成

については、現時点では明確に述べることはできない。しかしながら、中間レビュー調査の時

点では実施されていない活動（SOP策定、リファラルガイドライン改訂等）の負の影響は限定的

である。 

各アウトプットはある程度産出されている。それに加えて、アウトプットとプロジェクト目

標の論理関係は、十分に説明でき、各アウトプットの①州保健省の計画・実施・モニタリング

体制の強化②地方行政区の計画・実施・モニタリング体制の強化、③産科病院における母子保

健サービスの強化、④PHCにおける母子保健サービスの強化、はプロジェクト目標である対象地

域の母子保健サービス強化実現のために必要不可欠であるといえる。 

プロジェクト目標の達成度に関しては、対象施設における分娩数は明確な増加傾向を示して

いるとはいえない。中間レビュー調査時点においては、プロジェクト目標の達成について述べ

ることは時期尚早であると判断できる。 

本プロジェクトは、今後、より多くの助産師に対して産前検診、分娩管理、産後検診に関す

る助産スキル研修の実施、5S活動のモニタリングの実施、コミュニティ啓発/社会動員活動の実

施が期待されている。 

しかしながら、行政側（州保健省、州PHC庁、地方行政区）の計画・立案に関する活動をまと

めるために、アウトプット1と2を統合してプロジェクト活動を再整理することが望ましい。 

<外部条件の確認> 

外部条件である「プロジェクト実施期間中に研修を受けた職員が異動しない」及び「JICAと

ラゴス州保健省がプロジェクトに対して予算を支出する」のうち、前者はほぼ満たされている

といえる。研修を受けた大部分のC/Pは現職にとどまっている。しかしながら、ナイジェリア側

は十分なローカルコストを負担しているとはいえず、後者の外部条件は満たされているとはい

えない。 

貢献要因及び阻害要因は以下のとおり。 

<貢献要因> 

・州PHC庁が設立され、州PHC庁は「2012年実施計画」を策定して重点分野を明確にしており、

地域レベルにおけるPHCの提供体制が整い始めている。 

・連邦保健省は「国家戦略保健開発計画」を策定しており、保健セクターにおける国家レベル

における全体的な方向性が定まっている。 
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・州保健省は「州戦略保健開発計画」を策定しており、保健セクターにおける州レベルにおけ

る全体的な方向性が定まっている。 

<阻害要因> 

・州保健省と州PHC庁は全57地方行政区に24時間体制のフラッグシップPHCを設立するように人

員の確保を進めているが、PHCセンターにおいては十分な人員が配置されているとはいえない。 

 

４－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は中間レビュー調査時点において中程度であり、「3.1.2 アウトプッ

トの達成度」に記述されているとおり、各アウトプットはある程度産出されている。 

プロジェクト活動及び調達において大きな遅れはない。本プロジェクトは日本人専門家の協

力のもとで州保健省、州PHC庁、地方行政区、PHCのスタッフにより円滑に運営されている。 

インプットの質・量の両面において、C/Pの配置、日本人専門家の派遣、研修、事務スペース

の供与等ナイジェリア側、日本側ともに適切になされたといえる。研修計画/看護管理、助産師、

産医師の分野における短期専門家の派遣は、長期専門家が集中して業務を行えない分野/活動を

適切に補完したといえる。 

投入のタイミング及び投入の調達に関してはナイジェリア側及び日本側ともに深刻な遅れは

ない。いくつか未実施の活動（SOP策定、リファラルガイドライン改訂等）はあるが、プロジェ

クト活動は投入を活用しつつ、各成果の産出につながっている。 

研修教材及びIEC教材の開発に関しては、本プロジェクトは、連邦保健省や他の開発パートナ

ーが開発した既存の研修教材（Key Household Practice）及びマニュアルを活用しており、プロジ

ェクトの高い効率性が期待できる。 

しかしながら、より高い次元でのアウトプットの産出を達成するにはC/P側のより積極的な関

与が必要不可欠である。 

他機関、他の既存JICAプロジェクトとの連携に関しては、本プロジェクトはPATHS2、UNICEF、

WHOといった他の開発パートナーをセミナーなどに招へいして、情報の共有を行っている。 

そのうえ、本プロジェクトは既存のJICAプログラムである「アフリカ地域医療施設機能改善

（広域）プログラム（5S-KAIZEN-TQMを用いた保健医療サービスの質の向上）」と連携してお

り、病院運営及び病院におけるサービスの質の向上が期待されている。上述のプログラムとの

連携は、ラゴス州におけるリファラルセンターとしてのラゴス島産科病院の能力強化にも必要

不可欠である。 

本プロジェクトは、理論と実践を結びつけてより効果的な助産スキル研修を実施している。

この研修手法はナイジェリア側の参加者からも高い評価を得ている。研修後の評価結果による

と、「われわれは実践を行う機会に恵まれていなかったので、実践的な研修は大変有益である」

との声が多くの参加者からあがっている。 

プロジェクトの残り期間において、本プロジェクトは州保健省のモニタリングシステムを活

用する予定である。家族健康・栄養局は、週2回程度、栄養関連活動のモニタリングをPHCセン

ターを訪問して実施している。本プロジェクトもこういった既存のモニタリングシステムを活

用して、対象PHCセンターの活動のモニタリングを行う必要がある。本プロジェクトは州保健省

と州PHC庁による現行のモニタリング体制を活用することにより、PHCセンター活動のモニタリ

ング強化を実施することが期待されている。 
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 <外部条件の確認> 

アウトプット達成のための外部条件は中間レビュー調査時点では設定されていない。PHCセン

ターに十分な人員が確保されるように外部条件を設定する必要がある。 

 

４－１－４ インパクト 

「3.1.4 上位目標の達成度」に記述されているとおり、上位目標達成の見込みについて言及す

るのは現時点では適切ではない。以下のインパクトが観察されている。総合的に本プロジェク

トのインパクトは中程度と判断される。 

以下の正のインパクトが見込まれている。 

 <正のインパクト> 

・州PHC庁はより良い保健施設環境の実現のために5S活動の重要性を認識し始めており、他PHC

に対するその普及のために州PHC庁の「2012年実施計画」に合わせて5S活動のTOTを実施する

計画である。 

・連邦保健省が、現在準備中の助産研修の標準カリキュラムに本プロジェクトのスキルと知識

を導入することを想定して、連邦保健省の職員がプロジェクトの助産スキル研修に参加した。 

・PATHS2（DFID支援のプロジェクト）の州ファシリテーターが助産スキル研修に参加して、実

践的なスキルと知識を本プロジェクトと共有している。 

・連邦保健省は、本プロジェクトの支援もあり5S活動を推進し始めたばかりであり、5Sのスロ

ーガンを各オフィスに掲示している。そのうえ、連邦保健省の家族健康局局長が5S活動に対

する継続的な支持を表明している。全国レベルでのさらなる5S活動の普及が期待できる。 

 <負のインパクト> 

・負のインパクトについてはプロジェクト関係者から観察・言及されていない。 

・貢献要因及び促進要因は以下のとおり。 

 <貢献要因> 

・ラゴス州においては、保健セクターにおけるドナー調整及びドナー協調が現在開始されてい

る。他の開発パートナーからの関係情報・データの入手及び他州や他の地方行政区への技術・

プロジェクトモデルの普及が容易に行われる環境が整いつつある。 

 <阻害要因> 

・州PHC庁はまだ設立されたばかりであり、人員・体制も十分であるとはいえない。 

 <外部条件の検証> 

外部条件は「National IMNCH戦略の政策に変化がない。」であり、中間レビュー調査時点で

National IMNCH戦略は引き続き有効であるため、外部条件は満たされている。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は総合的に中程度であると判断される。制度/政治面、組織/財政面、

技術面における持続性は以下のとおりである。 

 

（1）制度的/政治的持続性 

制度的/政治的持続性は高い。プロジェクト開始以来3名の関係者がプロジェクトを離れて

いるのみである。連邦保健省と州保健省はそれぞれ「国家戦略保健開発計画」、「州戦略保
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健開発計画」を策定しており、政府側からの明確な保健分野に対する支援方向が打ち出さ

れている。本プロジェクトは州戦略保健開発計画との整合性を保ちながら当初計画の枠内

で実施されている。それゆえに、本プロジェクトは州政府から継続的な支援を受け、プロ

ジェクトの成果をラゴス州内の他地域にも普及することが期待できる。 

 

（2）組織的/財政的持続性 

ナイジェリア側の負担額が明確でないため、組織的/財政的持続性は不明である。プロジ

ェクト活動に対するカウンターパートファンドが支出されていないことから、ナイジェリ

ア側は財政的持続性について検討する必要がある。州保健省は、州経済計画・予算省に対

してカウンターパートファンドを適切な時期に申請し、プロジェクトの残り期間において

プロジェクトに対するローカルコストを負担できるようにするべきである。 

 

（3）技術的持続性 

技術的持続性は中程度である。 

本プロジェクトは、5S活動、助産スキルの技術を州レベル・PHCセンターを含む地方行

政区レベルのスタッフに移転している。特に短期専門家が実施しているコミュニケーショ

ンスキル及び助産スキル研修は参加者から高い評価を得ている。 

現在、州PHC庁は同庁の「2012年実施計画」に合わせて5S活動のTOTを保健施設管理チー

ム（Health Facility Management Team：HFMT）に対して実施する予定であり、他のPHCセン

ターにも5S活動を普及しようとしている。ナイジェリア側はプロジェクトから得られた技

術を普及する体制を構築しつつある。 

本プロジェクトは、助産スキル研修、5S活動、コミュニケーションスキル研修のTOTの

実施を検討する必要がある。それに加えて、対象PHCに対して技術面におけるスーパービジ

ョンの強化を検討する必要がある。 

 

４－２ 結論 

投入とプロジェクトの活動は遅れることなく実現されており、プロジェクトの進捗については

まずまず進んでいる。しかしながら、現時点では対象施設における分娩数は明確な増加傾向を示

していないことから、プロジェクト目標の達成については明確に述べることはできない。 
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第５章 提言 
 

５－１ 残り期間の重点活動 

調査チームは、本プロジェクトは、既存の活動を継続する一方で、社会動員（コミュニティ啓

発/コミュニティの意識の向上）、PHC活動のモニタリング及びケース・レビュー・ミーティングの

開催に注力することを提言する。 

 

（1）リファラルシステムに関して 

リファラルシステムに関しては前半2年間では具体的な活動が開始されていないが、二次医

療施設、一次医療施設、民間病院とでケース・レビュー・ミーティングを開催し、コミュニ

ケーションを図って連携を促進していくと同時に、レファラルの問題点を明らかにすること

で合意した。2012年5月、6月に予定している助産師・医師の短期専門家派遣時に実施する予

定である。 

 

（2）栄養改善と新生児・小児ケア 

PHCセンターとのコミュニケーションから必要性に対応して、新たな活動として栄養改善と

新生児ケアのコンポーネントを助産師やコミュニケーションの研修カリキュラムに加えるこ

とを提言する8。 

特に、新生児の死亡率が高い産後1週間の間は新生児に対するケアが十分に行われていない9

ことが明らかになっており、何歳までの新生児・小児ケアを対象にするのか、ナイジェリア

側との協議を通して支援の方法を決定する必要がある。 

 

（3）PHCセンターの活動の強化 

保健省からPHC分野を委譲された州PHC庁とのさらなる連携強化を図り、ラゴス州のPHC

センター戦略に沿って、対象PHCセンターがモデルとなるように活動を強化していく必要があ

る。 

 

（4）コミュニティ啓発の強化 

PHCセンターの利用推進のために、コミュニティ啓発を行い、住民への意識づけが必須とな

る。 

 

                                                        
8 ナイジェリア側は、本プロジェクトの目的を新生児・小児ケアも含む母子保健サービスの強化と認識していたが、日本側とし

ては分娩数の増加（妊産婦ケア）に重点があり、認識にギャップがあった。今般、先方から妊産婦ケア以外の新生児・小児

ケアにかかわる活動実施への強い要請があり、協議の結果、妊産婦ケアに重点をおきつつも、小児における栄養改善と新生

児ケア（母乳ケア等）を、助産師研修やコミュニティ啓発にかかわる研修カリキュラムに取り入れ、より包括的なPHCサー

ビスを強化することで合意した（改定PDMに追記）。 
9 初めての産褥研修で分かったこととして、ナイジェリアの助産師が考える産後の新生児健診は産後6週間目の予防注射であり、

死亡率が最も高い1週間以内は、助産師が全く見えてもいないし家族が面倒をみるものと考えていた。これは産んだ女性も同

様で助産師の家庭訪問に対して驚きの声があがった。こうした助産師や住民の意識を明らかにしたことも成果といえる（出

所：短期専門家報告書）。 
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５－２ 運営経費のコスト負担 

投入実績のとおり、中間レビュー調査時においては、ナイジェリア側のローカルコスト負担額

は明らかになっていない。 

資金面での持続性の確保のため、州がもつカウンターパートファンドの申請を行い、ナイジェ

リア側とコストシェアリングを行う必要がある。財政的持続性の確保のために、ナイジェリア側

は、カウンターパートファンドを活用してコスト負担のための必要な措置を講じることを提言す

る。 

 

５－３ 満足度調査の実施 

調査チームは、本プロジェクトに対してPDMの指標に必要なデータを収集するために対象PHC

及びPHCセンター利用者に対して現在実施されていない満足度調査を実施することを提言する。

PHCセンターへの満足度調査を実施することにより、既に2011年12月に実施済みのラゴス島産科病

院への満足度調査の結果と合わせて、プロジェクト目標、アウトプット1及びアウトプット3の指

標データを入手することが可能になる。 

 

５－４ 技術的持続性 

研修などにより移転された技術の持続性確保のためPHCセンターに対する管理指導の強化を図

る必要があるが、その場合、新しいモニタリング法を用いるのではなく、PATHS2などが支援して

いるチェックリストを用いた既存の活動（統合的サポーティブスーパービジョン）を強化するな

ど、他ドナーや保健省と意見交換等を行いながら活動の詳細を検討する必要がある。そのほかに

は、現在準備が進められている州PHC庁のPHCセンター活動モニタリング、家族健康・栄養局で準

備が進められている既存のモニタリング活動の活用も検討すべきである。 

加えて、対象PHCに対しての技術面でのスーパービジョンの強化も検討すべきである。 

プロジェクト後半に向けて、本プロジェクトの技術やスキルをより普及するために、本プロジ

ェクトは助産スキル研修、5S活動、コミュニケーションスキル研修のTOTの実施を検討すること

が必要である。 

 

５－５ PDMの改訂 

調査チームは、中間レビュー調査の結果と合わせて現行のPDMを改訂することを提案する。具

体的には、主に①アウトプット1と2の統合、②プロジェクト目標及び新しいアウトプット1の記述

の改訂、③ケース・レビュー・ミーティングに係る指標の追加、④SOP作成、リファラルガイドラ

イン改訂、定期会合の開催、及び報告システムの強化に関する不要な指標の削除、を行う必要が

ある。 

PDM改訂案は「付属資料12. 提案PDM：Version1.0」参照。 

 



付 属 資 料 

 

１．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（英文） 

 

２．活動計画表（PO）（英文） 

 

３．協議議事録（M/M） 

 

４．調査日程 

 

５．主要面談者 

 

６．日本人専門家の派遣 

 

７．日本側のローカルコストの負担 

 

８．本邦研修参加者リスト 

 

９．カウンターパート一覧 

 

10．国内研修実績 

 

11．助産スキル研修前後のデータ比較 

 

12．提案PDM：Version 1.0 

 

13．評価グリッド 
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